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米ISM景況感指数7月 製造業・非製造業の景況感が二極化
コロナ関連の行動規制の緩和で消費のモノからサービスへの移行が進む
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：製造業は低下、非製造業は上昇

ISM景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）が製造業・非製造業の購買担当者へのアンケート調査結果をもとに、毎
月公表している米国企業の景況感を示す指標のひとつ。製造業が毎月第1営業日、非製造業が毎月
第3営業日に公表される。50が景気の拡大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を
下回ると景気後退を示す。

図表２：非製造業の新規受注指数は大幅上昇

消費のモノからサービスへの移行が進む
景況感指数を構成する指数のうち『新規受注』
指数が製造業は6月から引き続き低下した一方、
非製造業は大幅上昇となりました（図表2）。
中国・上海市のロックダウン（都市封鎖）や、
ロシアによるウクライナ侵攻の長期化で、サプ
ライチェーン（供給網）のさらなる混乱に備え、
企業が原材料などの在庫を積み増す動きがみら
れました。足元では過剰在庫のため、製造業の
一部の業種で、受注を減らす動きが出ているよ
うです。経済活動の再開に向け、各国・地域が
コロナ関連の行動規制の緩和を進めるなか、消
費のモノからサービスへの移行がより加速する
ことが予想され、今後は、製造業、非製造業の
景況感の二極化が進む可能性もありそうです。

非製造業の景況感指数が4ヵ月ぶりに上昇
全米供給管理協会(ISM)が1日に発表した、7月
の製造業景況感指数は52.8と前月の53.0から
低下し、2020年6月以来、およそ2年ぶりの低
水準となりました。一方、3日発表の7月の非
製造業景況感指数は56.7と、4ヵ月ぶりに上昇
に転じました (図表1)。
製造業は、過剰在庫により、多くの業種で新
規の受注が伸び悩んだことが、景況感の悪化の
主な要因とみられます。一方、非製造業は、原
油価格がやや下落するなど、物価上昇圧力に緩
和の兆しが見られ、新規の受注が増加したこと
が、景況感の改善要因となったとみられます。
なお、業種別では、製造業は18業種中、家具
や紙製品、木製品を除く11業種で、非製造業
では18業種中、農業や林業などを除く13業種
で業況の改善が報告されました。

※ISM製造業・非製造業景況感指数の推移

※ISM製造業・非製造業景況感指数の構成指数（新規受注）の推移
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